　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
住　所
氏　名　　　　　　　　　　殿
                                   ○○○市（町村）農業委員会会長　印
遊休農地の利用意向調査について（お願い）
　日頃から、本市（町村）農業委員会が実施する業務につきましては、ご理解とご協力を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、本会では、農地の有効かつ効率的な利用の促進を目的に、毎年、全ての農地について利用状況の調査を行っております。
　この結果、貴殿の下記の農地が耕作されていないように見受けられることから、今後の農地の利用方向についてご意向を確認したいと考えております。
　つきましては、下記農地の今後の方向について、別紙の「農地における利用の意向について」にご記載いただき、同封の返信用封筒にてご返送下さるようお願いします。
　提出期限：平成２６年　　月　　日
記
１　本会が実施した農地利用状況調査によって耕作されていないと見受けら
　れる農地
	　農地の所在・地番
	地　目
	面積（㎡）
	農地の利用状況
	農業振興地域
	　名義人氏名

	
	
	
	
	 
	

	
	
	
	
	 
	

	
	
	
	
	 
	

	
	
	
	
	 
	

	
	
	
	
	 
	

	　　　　　計
	
	
	
	
	


注）農業振興地域は、該当欄に○印を記入。
２　利用状況調査の内容
（１）調査年月日：　　年　　月　　日
（２）調査者
（３）利用状況：
３ 留意事項
　以下のいずれかに該当する場合には、農地法第３６条の規定に基づき農地中間管理機構と協議すべき旨を勧告しますので、留意願います。
（１）自ら耕作する意思を表明した場合において、その表明のあった日から
　　起算して６ヵ月を経過した日においても、その農業上の利用の増進が図
　　られていないとき。
（２）自ら所有権の移転・賃貸借の設定を行う意思を表明した場合において、
　　その表明のあった日から起算して６ヵ月を経過した日においても、これ
　　らの権利の設定又は移転が行われていないとき。
（３）農業上の利用を行う意思がないとき。
（４）本通知発出日から起算して６ヵ月を経過した日においても「農地におけ
　　る利用意向について」の提出がないとき。
　なお、上記に該当する場合でも、正当の事由があるときは、この限りで
はありません。
（記載要領）
１ 通知の相手方が複数いる場合は、あて名は連名にした上でそれぞれに通知すること。
２ 法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名
　をそれぞれ記載する。
３ 別添「農地における利用の意向について」の用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とし、返
　信用封筒を同封すること。
農地における利用の意向について
○○○市（町村）農業委員会　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　（　　）　　　　　　　　
　下記の農地について、今後の利用意向と情報公開の取扱いについては、下記のとおりです。
　なお、本日から６月を経過する日までに農業上の利用の増進が図られない場合には、農地法（昭和27年法律第229号）第39条第１項の規定による都道府県知事の裁定により、賃借権等の設定が行われる場合があることについて承知いたします。
記
	　農地の所在・地番
	地目
	面積（㎡）
	農地の利用状況
	今後の利用意向
	　情報公開

	
	
	
	
	 
	同意・非同意

	
	
	
	
	 
	同意・非同意

	
	
	
	
	 
	同意・非同意

	
	
	
	
	 
	同意・非同意

	
	
	
	
	 
	同意・非同意

	　　　　計
	
	
	
	
	


（記載にあたっての注意点）
１　今後の利用意向欄（太枠内）につきまして、以下の①～⑥までのうち、該当する番号を
　記入して下さい。
① 自ら耕作します。（耕作再開予定日　　年　　月　　日）
② 当該農地について、自ら所有権の移転又は賃借権その他の使用収益を目的とする権利の
　設 定若しくは移転を行います。
③ 当該農地について、農業委員会が行う農地銀行（農地バンク）等を利用します。
④ 当該農地について、農地利用集積円滑化団体が行う農地所有者代理事業を利用します。(実
　施地域は市街化区域外)
⑤ 当該農地について、農地中間管理事業を利用します。(実施地域は農業振興地域のみ)
⑥ その他　（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
２　情報の公開については、
　「貸したい」「売りたい」等の意向を公開することに同意する場合は、「同意」に
　「貸したい」「売りたい」等の意向を公開することに同意しない場合は、「非同意」に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○印を記入して下さい。
（記載要領）
１ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署する場合においては、押
　印を省略することができます。
２ 届出者が法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表
　者の氏名をそれぞれ記載してください。
勧　　　告　　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
住　所
氏　名　　　　　　　　　　殿
                                   ○○○市（町村）農業委員会会長　印
　農地法第３６条第１項の規定に基づき、下記農地について、農地中間管理権の取得に関し、同機構と協議すべきことを勧告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
１　農地の所在等
	  農地の所在・地番
	 地　　目
	 面積（㎡）
	　　農地に関する権利の種類

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	　　　　　計
	
	
	


２　勧告の理由
　　○○のため、農地法第３６条第１項第○号に該当します。
３　農地中間管理機構の連絡先
　　農地中間管理機構名：愛知県農業振興基金
　　　　　　　　  住所：名古屋市中区錦３丁目３番８号
　　　　　　　　　　　　　　　　ＪＡあいちビル西館内
　　　　　　　電話番号：０５２（９５１）３２８８
（留意事項）
　勧告があった日から起算して２ヶ月以内に農地中間管理機構との協議が整わず、又は協議を行うことができないときは、農地中間管理機構が都道府県知事に対し、上記農地について農地中間管理権の設定に関し、裁定を申請することがあることを申し添えます。
（記載要領）
　法人である場合は、住所は主たる事務所の所在地を、氏名は法人の名称及び代表者の氏名をそれぞれ記載する。
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